
脱炭素に向けた
事業者用ガイド

加古川市は、地球温暖化を防止するため、2050年までに本市の二酸化
炭素排出量を実質ゼロにすることを目指し、2022年（令和4年）2月22日
に「加古川市ゼロカーボンシティ宣言」を表明しました。目標の達成に
は、事業活動における脱炭素の取組が非常に重要となります。事業者の
方々に取組を推進していただくために、本ガイドを作成しましたのでご
一読ください。

脱炭素社会の実現

脱炭素社会とは、地球温暖化の原因となる温室効果ガスの実質的な排
出量ゼロを実現する社会を言います。

「実質的な排出量ゼロ」とは、二酸化炭素（CO2）をはじめとする温室
効果ガスの人為的な発生源による「排出量」から、植林、森林管理など
による「吸収量」を差し引いた合計をゼロにすることを意味しています。
地球温暖化の加速を受けて、全世界で脱炭素に向けた取組が推進され

ています。

加古川市のホームページでも、
脱炭素に向けた支援制度などを
掲載しています。

詳しくは、こちらをご覧ください→

本ガイドの内容は、令和７年６月現在のものとなり、変更さ
れる場合がありますので、最新情報や詳細につきましては各
制度のホームページ等をご確認ください。

令和７年度版

CO2削減
【出典】脱炭素ポータル（環境省）



脱炭素経営を行う５つのメリット

原材料製造や製品使用時などを含めたサプライチェーン全体で脱炭素の動
きが広まっています。事業者が脱炭素経営を行うことで、事業コストの削減
だけでなく、温室効果ガス排出量の削減に貢献している企業であることを社
会全体に示すことができることで自社製品の競争力強化にもつながります。

事業コストの削減

自社製品の競争力

強化

知名度・信頼度

の向上

社内意識の向上

融資調達に有利

設備投資や生産プロセス等の改善などによりエネルギー使用量
が削減できます。光熱費や燃料費などのランニングコストを抑
えることができます。

取引先選定に脱炭素の取組を考慮する企業が増えています。

自社製品の競争力確保・強化につながります。

脱炭素に取組む活動は、企業のイメージアップ・ＰＲにつなが
ります。

脱炭素に取り組む姿勢を示すことで、社員の信頼や共感を獲得
するだけでなく、モチベーション向上につながります。気候変
動問題への関心が高い人材からの共感・評価も得られ、人材獲
得力の強化にもつながります。

投資や融資の際に、気候変動対応をどのように行っているかが
重要視されています。金融機関において脱炭素経営を進める企
業を優遇するような取組も行われています。

脱炭素に向けた温室効果ガス排出量の削減方法

自社の温室効果ガス排出量を削減していくことが重要です。削減対策と
しては【省エネルギー化】【再生可能エネルギーの活用】【燃料転換】の
３つが挙げられ、中長期的に計画を立てて取組む必要があります。

省エネ 燃料転換

エネルギー消費量を可
能な限り削減する

例）高効率の照明・
空調・熱源機器の利用

温室効果ガス排出量が
ゼロである再エネ電力
や熱の導入

例）太陽光・風力・
バイオマス等の再エネ
発電設備の利用

温室効果ガス排出量の
少ない燃料に転換する

例）次世代自動車（電
気自動車・燃料電池自
動車）の導入



脱炭素に向けた３つのステップ
事業者が脱炭素の取組を進めるための3つのステップを紹介します。

知る 把握する 減らす

①脱炭素について知る ②排出量等を「見える化」 ③温室効果ガス排出量等を削減する

脱炭素支援一覧

知る 事 業 名 カテゴリ 紹介サイト

相談は
どこに？

何から
始めたら
いいか？

カーボンニュートラル・ オンライン相談窓口
【経済産業省】

専門家

脱炭素にかかるセミナー等の受講
【兵庫県】

専門家

中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック
【環境省】

その他

環境省脱炭素ポータル
【環境省】

その他

把握する 事 業 名 カテゴリ 紹介サイト

会社の
温室効果ガス
排出量を調べ
たい

省エネ最適化診断
【経済産業省】

専門家

省エネ診断
【経済産業省】

専門家

温室効果ガス排出量算定サービス導入補助金制度
【兵庫県】

補助金

加古川市省エネ診断受診支援負担金
【加古川市】

負担金

※事業名をクリックするとホームページに移動できます



減らす 事 業 名 カテゴリ 紹介サイト

設備を導入
したい

【環境省】 補助金

【経済産業省】
補助金

【加古川市】 補助金

【加古川市】
補助金

EV車等を導入
したい 【経済産業省】 補助金

融資や減税を
受けたい

カーボンニュートラルに向けた投資促進税制
【経済産業省】

減税

中小企業投資促進税制
【中小企業庁】

減税

中小企業経営強化税制
【中小企業庁】

減税

兵庫県地球環境保全資金融資制度
【兵庫県】

融資

設備貸与制度
【兵庫県】

その他

脱炭素支援一覧

最新情報や詳細につきましては各制度のホームページ等をご確認ください。

加古川市ゼロカーボンパートナー省エネ設備
導入補助金

SHIFT事業（工場・事業場における先導的な
脱炭素化取組推進事業）

クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた
充電・充てんインフラ等導入促進補助金

※事業名をクリックするとホームページに移動できます

加古川市再生可能エネルギー利用設備設置事業
補助金

省エネ設備への更新支援（省エネ
・非化石転換補助金）２０２５年版



加古川市ゼロカーボンパートナーシップ制度

加古川市と協定を結び、共に協力・連携しながらゼロカーボン

シティの実現を目指していただける「加古川市ゼロカーボン
パートナー」を募集しています。

【対象者】
・市内に工場や店舗、事務所等がある事業者

【要 件】
・ゼロカーボンシティの実現に向けて、
加古川市と一緒に取り組みたい方

・暴力団等と関わりがない方

【パートナーメリット】
・加古川市ゼロカーボンパートナー証（盾）の交付
・省エネ診断費（税抜）を市が全額負担（希望者のみ）
・加古川市が設備の省エネ改修等をサポート
・加古川市ホームページ等で事業者名や取組をＰＲ
（希望者のみ）
・加古川市ゼロカーボンロゴの使用

上野樹里さん作製
ゼロカーボンロゴ

◆詳しくは、こちらをご覧ください→

【作成・発行】
加古川市 環境部 環境政策課 環境政策係
〒675-8501
加古川市加古川町北在家2000（加古川市役所新館7階）
TEL 079-427-9769

～加古川市と一緒に脱炭素社会に向けて取り組んでください！～


